
退職給付債務及びその内訳
（単位：円）

平 成 23 年 度

\ 退職給付債務 � 7¶162¶756¶091

] 年金資産 1¶884¶095¶352

^ 未積立退職給付債務 \＋] � 5¶278¶660¶739

_ 会計基準変更時差異の未処理額 0

` 未認識数理計算上の差異 0

a 未認識過去勤務費用（債務の減額） 0

b 貸借対照表計上額純額 ^＋_＋`＋a � 5¶278¶660¶739

c 前払年金費用 0

d 退職給付引当金 b－c � 5¶278¶660¶739
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２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用している。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおり。
建物 ２～50年
構築物 ２～15年
機械装置 ２～13年
車両運搬具 ２～６年
工具器具備品 ２～20年
特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用等
（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として
資本剰余金から控除して表示している。

] 無形固定資産
定額法を採用している。なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可
能期間（５年）に基づいている。

３．賞与引当金及び見積額の計上基準
運営費交付金によって予算措置されない役職員の賞与支給に備えるため、当基金の賞与支給に係
る規程に基づく見込額を計上している。
なお、賞与のうち、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるものについては、賞与引
当金を計上していない。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末の引当外賞与
見積額から前事業年度の同見積額を控除した額を計上している。
４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金による財源措置がなされるため、退職給付にかかる引当金
は計上していない。
厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への掛金及
び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付にかかる引当金は計上していな
い。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に基
づき計算された退職給付引当金の当期増加額を計上している。
５．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有を目的とするため償却原価法（定額法）を適用している。

６．デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっている。

７．外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
している。
８．ヘッジ会計の方法
\ ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用している。ただし、為替予約について、振当処理の要件を満たす場合は
振当処理を行っている。

] ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・為替予約取引
ヘッジ対象・・・外貨建予定取引

^ ヘッジ方針
将来の外貨建取引に対して、為替相場の変動によるリスクをヘッジする目的で行っている。

_ ヘッジ有効性評価の方法
為替予約取引について、取引全てが将来の外貨建取引に基づくものであり、実行の可能性が極
めて高いため、有効性の評価は省略している。

９．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国又は地方公共団体財産の無償使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
各都道府県等の条例等で定める土地使用料並びに近隣の賃借料を参考に計算している。

] 政府出資の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成24年３月末利回りを参考に0•985％で計算している。

10．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。
11．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

追加情報
セグメント情報において、当事業年度より東日本大震災復旧・復興文化交流事業に予算が措置され
たところから、当該セグメントを新設している。
前事業年度に運用資金の一部を国庫返納したことにより、当事業年度末に保有する外貨建債券は日
本研究・知的交流事業に帰属するもののみとなったため、外貨建債券に係る為替差損は当該セグメン
トの一般管理費等欄に記載している。
注記事項
（重要な債務負担行為）
該当事項はない。
（重要な後発事象）
該当事項はない。
（貸借対照表関係）
当期の運営費交付金により財源措置が手当てされない引当外賞与見積額：�103¶010¶590円
運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額：�5¶278¶660¶739円
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